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鼠鯛

(金剛のln位:百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
画点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善･見直し指摘内容 特配事項

全球規模から地域スケールま
での短期の気候魔動シミュ
レーション研究

文部科学省
jAMSTEC

1,075 1.075 ０

｢地球シミュレータ｣を安定的
かつ効率的に迦用しつつ､地
球科学分野(大気･海洋)、ｉｆ
算機科学分野及び気候変動
予測に不可欠なシミュレー
ション手法を高輯度化･高速
化する技術とそれを用いた予
測技術を開発する｡平成２０
年度は｢局地域-都市域の気
象シミュレーション｣｢都市型
集中壷雨･ヒートアイランド現
鎮シミュレーション｣｢雲･大気
連結階用シミュレーション｣が
主な実施概要である。

０１M係各街との迎鵬を肴血しつつ、
い､亜祖なき研究推進が図られるぺ

仕分lﾅも明確に行
きである｡特'二地

球シミュレータを通用した学術研究と､施策の実施研究
との仕分けを明らかにすることが必要とされる。
Ｏ短期･小スケールの現象と畏期･大規棋のイペントと
の関連付けを稲極的lこ行うべきである。
Ｏ社会のニーズは大きく､社会'二還元できる成果が上
がる運用が望まれる｡また現象解明や予測のみなら
ず､対策技術開発との迦撹を砿実にしつつ､筋実に実
施すべきである。

地球温暇化が農林水産梁に
及ぼす影鴇評価と緩和および
適応技術のMII艶

農林水産省 650 276 。

農林水産生態系における炭
累循琿モデルの構築､温室効
果ガス排出Hﾘ減技術の開発
等の温哩化の鰹和策につい
て鯛査研究を実施するととも
'二､温哩化が将来の農林水
産案に与える影留を的確'二予
測する｡また､高温障害等へ
の適応策研究を実施する。

ＯIPCC第４次胖価報告書を踏まえ､将来の地球温暖化
の進行が農林水産集簿に与える影瀞の内容･程度や
その時期を､より識い箱度で将来予測する技術を開発
し､それに基づいた地球温畷化適応策を開発すること
は至急推進すぺ含IH要な政策である。
Ｏ地球温哩化の影野は農作物の高温障害ばかりでな
<､病害虫問題や森林への影響をはじめとして極めて
多櫛であり､総合的かつ長期的な視野Iﾆ立って研究開
発を進めることが期待される。
０本事業では､平成20年度から従来の気候蕊IIIi紐和
策'二加えて､将来の食粗生産随保の観点からも緊急に
取り組むべき課題である､気候変動の農林水産蕊への
影留解価と適応策の鯛査研究に新たに取り組むことと
しており､加速すぺきである。



田晩

(全、の、位:百万円）

施箪名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
函点

先駆的
取組

競争的
寅金

施策の概要 改善･見直し指摘内容 特記事項

地球環境研究総合推進費
[観争的資金〕

環境省 3.810 2.960 －部。 。

『地球環境保全に関する関係
閣僚会雄』が毎年度策定する
｢地球環境保全醐蚕研究等総
合推進Hf画｣との整合性を図
り.学際的･国際的な観点か
ら.地球頂塊保全のための研
究を総合的に推進する。

Ｏ昨年度の優先順位付けでの指摘を踏まえ､愚近の
研究摘勢に合致するよう研究分野を再縄して環境政策
の上の行政ニーズを明硫化し､また､環境省の鯛争的
研究資金｢環境技術開発等推進費｣と公募期Ｍ１を統一
し､公募分野の違いを明硴化した。
oIPcc評価報告書の日本人執鉱者の約半数が本研
究費制度'二関与し､また､本研究費制度のもとで実施
している｢脱温暖化2050プロジェクト｣の成果は､公
式･非公式に国際交渉にインプットされ.我が国の地球
温畷化研究を支援する基幹の政策となっている。
Ｏ｢イノベーション25｣と｢２１世紀環塊立国戦略｣に頁
畝する諜題として､低炭累社会の姿をわかりやすく提
示する｢低炭衆社会研究特別幕無粋｣､および気候変
動への適応に蝋点を当てた｢適応策研究高度化特別
募無枠｣を創股し､気候変助が社会に与える影響と対
応策の研究を推進することとしており､加速すべきであ
る｡

地球温暇化対策技術ＩＭＩ発車
粟

環境省 3.709 3,302
－部
。

。

温室効果ガス6“削城約束の
迩成とその後の持続的な排
出削減を可能とする､エネル
ギー起源CO2排出間|j減のた
めの新たな対策技術の導入
普及を促廸するため､広く民
間企業､公的樋関､大学等に
対して公募し､基盤的な温鰻
化対策技術を開発･実用化す
る｡特'二平成20年度より、
｢バイオマスエネルギー等戦
略的温哩化対策技術M１１発｣を
震舵事粟として開始する。

Ｏ研究ニーズは高く､研究の拡充や加速の提案もされ
ているが､一方で他省プロジェクトとの迎携､摘報交換
や知見･技術梢報の交流も回られるべきである。
ｏバイオマスエネルギーの導入･普及の為には社会シ
ステム(規制･法抑)．特1二HM辺法規の見直しや到力的
運用が求められるので､これまでのｸﾞｯﾄﾞプラクティスを
参考にした府省迎撹の－厨の推進を図りつつjMi実に
実施べきである。



田蝿

(金師の、位:百万円Ｉ

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
函点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善･見直し指摘内容 特館事項

衛星による地球環境観測
琿塊省
ＮＩＥＳ

743 ７１５ ０

温室効果ガス観測衛星
(GOSAT)の観測データを処
理するための手法開発､及び
打ち上げ後の観測データの定
常処理･解析するシステムの
､1発を行う｡平成20年度は、
システムの開発(プログラミン
グ､テストラン､参照用データ
ベース整鯛)と衛星打ち上げ
後の運用を模擬した情粗の送
受慣からデータプロセッシン
グ･データのユーザ引渡しま
での－２Rした､いわゆるend－
t0-Bnd賦験､及び検肛作粟翠
1Wを行う。

Ｏ二酸化炭累ばかりでなく温暖化の寄与率が大きい〆
タンの観測も可能であることがこの衛星の、要性を高
めている｡観測運成の可能性を璽視し.皿要性を社会
にアピールすることも必要である。
。打ち上げ後､確実な運用を行い、目標のデータを取
得することがⅢ要であるので､運用体制を至急完価す
るべきである｡データの利活用については国内研究に
資するよう､閲迦研究機関との有機的な迎甥を図る必
要がある。
Ｏ地球温暖化の動態把握や予測研究の加速が国瞭的
'二求められているなか､利用価値の高いW『報が得られ
ることから本施策を猫実に実施すべきである。

温暖化ガスの観測は
衛星のみならず､地
上におけるモニタリン

グなども非常1二亜興
であり.両者が辺擁し
て箱度の高いデータ
を長期にわたり得るこ
とが通要である｡温畷
化への寄与率がCO2
に次いで高いﾒﾀﾝの
観測も皿要である。

【水･物聞価瑠と流域圏研究領域】

流域圏から地球規模までの
様々なスケールにおける水。
熟･物質循琿観測研究

文部科学省
jAMSTEC

7０７ 677 。

アジア･太平洋域の海洋･睦
面の熱源域･冷ilii域等におい
て､様々な時IllIスケール(日
変化から経年変励まで)で海
洋･陸面･大気の観測を行い、
水桶環についての知見を蓋
稲するとともに､その物理過
租を解明する｡平成20年度
以降は､アジア地域との迎鶴
をより強めるため､参画してい
るlPY(国瞭極年､2007-2008
年)に対応した北極域流域観
測､およびＡＭＹ(アジアモン
スーン年､2008年)に対応した
熟帯域lﾆおける冬期大陸寒
気'二伴う藻雨のメカニズム解
明'二閲し､当初予定より強く
推し進める。

Ｏ地球規模水問題の科学的基礎知見を与えるのに璽
要な施策であり.近年頻発する熱波､干ばつの予測が
可能となるよう､本施策による水･熱砺現観測と気候・
気象モデルとの連携'二よりそれらが予測可能になるよ
う､推進を回る必要がある｡またダイポール､エルニー
ニョ現蝕の解明が図られることを期待する。
Ｏアジア太平洋地域を薬中して行うことlま我が国の買
献として璽要である｡一方で.インド洋の観測など他の
地域との1M係において､迦挽できるような観測システム
の確立も必要である｡あるいは異なるスケール間での
辿撹を明硴にするぺきである。
Ｏ観測の継線は亜要であり､個別の観測を寄せ無めで
はな<､長期的取り組みや他研究槻閲との連携の形成
など研究基盤の充実が必要である｡中心となる熱帯の
課題に適切な賀源配分を行うべきである。
Ｏ観測による気候現象の解明が中心であるが､対策
技術との連撹を図りつつ､jMI実に実施すべきである。



(金額の単位:百万円）

頂唄

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
画点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善･見匝し指摘内容 特配事項

【化学物質リスク･安全管理研究領域】

厚生労働科学研究費補助金
化学物質ﾘｽｸ研究取粟(醜
争的賀金）

厚生労働省 1,618 1,348 －部。 。

化学物質の迅速かつ効率的
な評価手法､特1ニメタポロー
ム研究や吸入暴露や胎児期
鶴鯖による化学物質影騨を評
価する手法の開発､生体に発
現する有害性を体系的･総合
的に肝価する手法のU11発研
究を強化する｡ナノマテリアル
の騨性発現に影響する因子
を体系的に把握し､製品から
の暴魔による有害性岬価に
寅する研究を亜点的'二推進
する｡また近年､化学物質に
Iii助盟知凪輔の発現という新
たな轟性の存在が示唆され．
被害予防の観点から､この認
性の胖価手法の開発に賀す
る研究に藩手する。

関係各府省との迎携を図りつつjMf実に実施すべきであ
る ｡

【3Ｒ技術研究領域】

廃棄物処理等科学研究賢補
助金

〔競争的資金〕
理境省 1,861 1,261 －部◎ 。

緬環型社会の形成に資する
施策の推進及び技術水準の
向上.廃嚢物の安全かつ適
正な処理を図るため､廃棄物
対策l二間する研究･技術開発
を行う。平成20年度lま､資
源徹琿に適した生産･消費シ
ステムの殴計.廃棄物系パイ
オマスエネルギーの利活用椎
逆のための研究や緊急的牒
題であるアスペスト処理技術
の開発等とともに､バイオマス
特別枠を股ける。

今後ともバイオマス利活用研究領域の施策との連携を
考慮しつつ.懸案に実施すぺきである。



現M１

(金鯛の地位:百万円）

施策名 所管
概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

先駆的
取組

競争的
資金

施策の概要 改善･見匝し指摘内容 特記事項

【バイオマス利活用研究領域】

地域バイオマス熱利用フィー
ルドテスト１１J粟

経済産菓省 1.904 1,904 。

バイオマス熟利用システムを
実瞭に股囲の上､運転データ
の収築･分析を行い､システ
ムの高性能化あるいは改良
'二資するデータを取得し､より
汎用性の商い地麗地消型バ
イオマス熟利用システムの確
立を目指す｡平成20年度は
本耶粟を通じて得られた熟利
用システムの運転データ等'二
ついて｢バイオマスエネル
ギー導入支擾データベース」
を柵箪し.各＄粟Iﾆおける戒
架の連撹を図る゜

Ｏ関係各省との迎蝿を図りつつ.社会システムや制度
改革も視野lこ入れ､導入の促進を図ることが期待され
る、

Ｏ実証駆粟の迦定にあたっては､政策への効果を検
肘し､戦略的に行う必要がある。
Ｏ地球温暖化対策としての賀用対効果を岬価しつつ、
jMI実に実施すぺきである。

【その他】

琿境技術M1発等推進費
〔盟争的資金〕

瑁塊省 1,600 881 －部。 ０

公害の防止･自然現境の保全
尋に資する研究･技術開発の
推進を図ることを目的に､緊
急に開発すべき､R塊技術分
野を特定して当該分野'二係る
研究･開発腺Miを公募し､研
究等'二要する費用を支援する
ことにより､琿塊研究･技術６１１
発の推進を回る｡平成20年度
より.行政主導の研究開発を
行うことをさらに推し進めるた
め､トップダウン型の｢戦略相
定領域｣を剛殿する。

施簸に対応した競争的研究資金として事繋が推進され
るぺ<懸案に実施すべきである。



環境分野関連施策(2050年温室効果ガス排出半減｢クールアース50｣に向けた革新的技術開発）（エネルギー分野における施策の中から環塊分野関迎施策として再掲）

忠明分野問迫施筑

施策名 所管 施策の概要

次世代軽水炉簿技術開発賃補助廟璽 経済歴案街

今後.国内'二おIﾅろ原子力発旺所の新規H2股繍要Iま当面低迷する一方､2030年頃からは大規模な代鶴炉遮股橘要が見込まれており.我が国原
子力塵栗の技術･人材を繩持･向上していく二とが嘆緊の畷國となっている｡他方.世界的な原子力回帰や国鬮協翻が進む中､米国､中国をはじめと
する海外市場はさら'二拡大する方向である｡このような状呪を踏まえ.国内の代替炉建設禰要'二対応でき.世界楓箪を麺10し得る高い安全性と経済
性､侭頼性専を有する次世代軽水炉の技術開発を行う⑪

水鶏製造･輸送･貯麓システム等技術開発
経済産繋省
ＮＥＤＯ

水索製造･貯麗･輸送･充填に閲する楓鴇やシステムのl圓願性･耐久性向上.低コスト化､性､g向上等実用化検歴や要索技術開発､及び当麟技術を
飛圃的に地風させることができる革新的技衡開発や餌壷研究などを行い.そ｡､成果を塵繋界に掴供することにより.水衆エネルギー初101導入､l近
の関連捌圏製造･普及技術として完成させ､水素社会の瓦の実現'二必要な基盤技術の碗立を目指す。

琿域鯛和型囲鉄プロセス技術間鼬
経済産蕊省
ＮＥＤＯ

二酸化炭編濃度が高い高炉ガスから二酸化炭素を分離するため'二世界最高レペルの吸収再生特性を持つ吸収液911発と製鉄ガスでlま世界初の
30Ｖ､規掛での実匝検匝を行うととも'二.製鉄所内の未利用廃餓を利用し､エネルギーin賀jaをﾛﾘ城しつつ､二酸化炭索分１ｍ･回収等を行う製蝕プ
ロセスを閲蝿する｡さらにコークス製造時に発生する商圏の刷生ガス(コークス炉ガス)をガス改別することにより水粛を地榴し.その水素をｺークス
の－噸代哲として鉄鉱石(酸化鮫)を還元するプロセス.二酸化炭累を除去した高炉ガスをilJぴ凋炉'二風す等のプロセスにより二翻化炭累の発生量
を剛蕊する製鉄プロセスを開発する。

釿エネルギー技術研究閲発(太隅光･凪力）
経済塵栞窃
ＮＥＤＯ

2olO年皮の新エネルギー導入目棉速成に向け､エネルギー転換分野'二おIﾅる従来技術の高度化を椎逸するととも'二.２０１０年度以降の中長期的
ﾛ1点に立ち､非シリコン系太隅昭溌の閲蝿･甘及.シリコンの皮瞬化'二よる薄型太IUl翻池の側鉛など総合的な断エネルギー次世代技術のUW蝿を粗
橿的に支担する。

固体商分子形燃料矼池実用化戦略的技lIi開発
経済産巣省
NEDO

自助ｎ用.家鹿･築務用専に利用される固体高分子膨慾料晒池(PEFC)の実用化･普及'二向Iﾅ.要蕊技術.システム化技術及び次世代技術等の開
蝿を行うととも'二.共通的な腺剛解譲'二向Iﾅた研究開発の体制の構篤を図る゜

石炭生産･利用技術擬興のうち多目的石炭ガス
化璽遺技鰯ＥＩＩ蝿

経済歴案街
NＥＤＯ

石炭ガス化炉の個鯛性向上･適応炭楓の紘大と並行して､二薗化炭累の分醗･回収システム砿立のための技術を開発する。

二酸化炭無地中貯岡技術研究､1発 経済産業省
=酸化炭鰡の大気中への排出を大幅に削減するため.火力発電所寧の排出麺からの二醗化炭覇を分趣･回収し､地中帯水圃(地下1000m粗皮)へ
貯囲する技術をＭＩＩ発する。

次世代甜晒システム実用化戦略的技術B9発
(次世代自動皿.系統連累円滑化）

経済塵粟省
NＥＤＯ

新エネルギー(本明光.風力兜町)の出力安定化やハイブリッド自助醜･耐気自動車･鑓料、池自動In等の新世代自助順を碕及させるため.キーテ
クノロジーである蘭砿の低コスト化と恋性能化を目lBし.塵官学の連携の下.鯛中的'二研究H11発を行う。

高速墹殖炉サイクル技衡
･腐遡附殖炉サイクル実用化研究開発
･高速増殖原型炉｢もんじゅ」
･高速実験炉｢常隅」
･MOX鰯料製遺技術開発
･発睡用研型炉導技術開発婁舵受
(国軍鶴幹技術）

文部科学符
経済産菜省

長期的なエネルギー安定供給や高レベル放射性廃棄物の低減'二瓦敵が期待される高連地殖炉サイクル技術の実翻化'二向Iﾅた研究間発を実施す
る ●

具体的'二は．
･高遡増殖炉サイクル実用施殴'二採用する箪斬技術の威立栓塞解園するための研究開発
･高速増殖原型炉｢もんじゆ｣の運転'二よる発晒プラントとしての個加性の実証やナトリウム取扱技術の随立
･高遡実験炉｢常隅｣を用いた高適地刷炉用燃料の高慾鯛度化賦験の実施.燃料等の照射!(験データの取褐
.｢もんじゅ｣や｢常Ｈ１｣へのMOX慾料供給を通じた鐡料製造技衡および闘迎
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盛失度 撞蟹名 所管
妊算
要求函 鰻

先皿的
取田

皿qb的
資金 歯簸の抵要 優先度判定の理由 特配事項

Ａ
国境リーダー育成ｲニシア
ティブ

内閣府
文部科学省
HR墳省

703 外

各国において田塊に閲する科学技術や政筑の知1mや軽験を持ち.各分野
において持鶴可能な世界CD実現'二リーダーシップを発揮し､理境配慮の考
え方を多くの分野へ浸透していく中核的人材(画境リーダー)を両厩する｡本
イニシアティブでは世界の学生､研究者･技衡者､政策担当者.企璽人等が
我が国0,優れた国境技術･国戦政箪を学ぶ樋会を関係府省連撹の下に作
り上lfる。

Ｏ我が国が有する知見.経験を活かし.世界的な蝶題であ
る琿塊･エネルギー間皿の解決をﾘｰﾄﾞする人材を育てる駁
組であり.繭実に実施すべきである。
◎産学官.各府省迎携も秤価できる。

Ｏ耶薬の実樋まで
に.育成するリーダー
の具体像や帰国後の
キヤリアパスをさらに
明確化するととも'二・
国勧別学生制度を始
めとする各祖奨学金
など､既存の施麟との
迎蝋を因り､優秀な人
材を受け入れる仕組
みの強化を検肘すべ
きである。




